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「内部統制システム整備の基本方針」の改定のお知らせ 

 

当社は、2022 年１月 21 日、会社法第 370 条による決議（取締役会の決議にかわる書面決議）に

よって、「内部統制システム整備の基本方針」を添付のとおり改定することを決議いたしましたの

で、お知らせいたします。 

 なお、訂正箇所は、下線でしめしております。 

 

以  上 

  



内部統制システム整備の基本方針 
 
①当社及び当社子会社の取締役等使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制 
 

当社グループは、「サステナビリティ基本方針」における「ガバナンス」への基本方針、並びに取

締役・従業員への具体的な指針として｢倫理規範｣、｢行動規範｣を定め、当社グループにおける全従

業員がこれらの諸規範の趣旨・内容を十分理解し遵守するよう浸透を図るとともに、社外弁護士も

アドバイザーとして出席する「企業倫理委員会」を定期的に開催し、当社グループのコンプライア

ンス体制の整備と問題点の把握に努める。また、内部通報手段として社内外窓口を設け、社内は人

事総務部長、社外は社外弁護士を対応窓口とし、通報内容は秘守し、通報者に対し不利益な扱いを

行わないことを明確にする。 
 
②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 

取締役の職務執行に係る以下の文書その他の重要な情報は、社内規程に基づき適切に保存及び管

理を行う。 
・株主総会議事録 
・取締役会議事録 
以上の２文書は少なくとも 10 年間は保存するものとし、閲覧可能な状態を維持する。 

 
③当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 

当社は「リスク管理委員会」を定期的に開催し、それぞれのリスクの洗い出しや、その予防策、発

生時の対応、経営への影響を定めること等により、当社グループの横断的なリスク管理体制の整備

と問題点の把握に努める。 
 
④当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 

当社の取締役会は定例で毎月１回開催し、経営に係る重要事項の決定と取締役の職務遂行の監督

等を行う。また、取締役は他の主要会議にも任命された場合には出席し、経営上の課題や計画の進

捗状況等を把握し、経営判断に反映する。また、子会社の取締役会においても、経営に係る重要事項

の決定や各取締役よりその執行状況を報告させ、効率的な業務遂行体制の検証を行う。 
 
 
 
 



⑤当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
 

当社の取締役会は、当社グループの企業価値向上を目指した経営を推進することを目的として、

法令、定款及び取締役会規則に定める事項を決議し、当社グループの業務の執行状況を監督する。

グループ会社の重要事項については取締役会の事前承認とする。当社グループに属する会社間の取

引は、法令・会計原則その他の社会規範に照らし適切に行う。 
当社の監査等委員会及び内部監査部門は、当社及び当社グループの内部監査を実施し、当社取締

役会等にその結果を報告し、取締役会はその問題点の把握と改善に努める。 
 
⑥当社子会社の取締役の職務の遂行に係る当社への報告に関する体制 
 

当社は、定期的に当社及び当社子会社の取締役・監査役が出席する取締役会を開催し、経営上の

重要情報の共有に努めるとともに、当社子会社において重要な事象が発生した場合には、子会社に

対して、随時当社取締役会、当社取締役への報告を義務づける。 
 
⑦当社監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項 
 

監査等委員会の職務の補助は、内部監査室の使用人がこれに当たる。また、監査等委員会が専属

の補助使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協議のうえ、使用人の中から指

名することができる。 
 
⑧前号で定める使用人の取締役（監査等委員である者を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する

指示の実効性の確保に関する事項 
 

前号で定める使用人の取締役（監査等委員である者を除く。）からの独立性を確保するため、当該

使用人の任命、異動、人事評価、懲戒等人事に関する事項の決定については、常勤の監査等委員であ

る取締役の同意を得るものとする。また、当該使用人は、監査等委員会の職務の補助について監査

等委員会の指示に従うものとし、取締役（監査等委員である者を除く。）その他業務執行部門に属す

る者からの指揮命令は受けないものとする。 
 
⑨当社の取締役（監査等委員である者を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締役、監査役及び使

用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告するための体制その他の監査

等委員会への報告に関する体制 
 
 
 



当社の取締役（監査等委員である者を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締役、監査役及び

使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、下記の定める事項について、発見次第速やかに当社

の取締役及び監査等委員会に対し報告を行う。また、「通報等窓口」による通報状況及び重要な通報

内容について、公益通報対応業務従事者より当社の監査等委員会に対し報告を行う。 
なお、当社の監査等委員会は必要に応じて、当社の取締役（監査等委員である者を除く。）及び使用

人、並びに当社子会社の取締役、監査役及び使用人に対し報告を求めることができる。 
・法令、定款に違反する事項、又はそのおそれのある事項 
・会社の信用を大きく低下させる事項、又はそのおそれのある事項 
・会社の業績に大きく悪影響を与える事項、又はそのおそれのある事項 
・「倫理規範」と「行動規範」を大きく逸脱する事項、又はそのおそれのある事項 

 
⑩上記の報告をした者が当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けないことを確保するための

体制 
 

法令、「倫理規範」、「行動規範」及び社内規則に基づき、当社監査等委員会への報告を理由に当該

報告者に対して、当該報告したことを理由とする不利益な取扱いは一切行わないこととする。 
 
⑪当社監査等委員会の職務の遂行について生じる費用等の処理に関する体制 
 

監査等委員会がその職務の遂行について生じる費用の前払い又は支出した費用等の償還を請求し

たときは、当該監査等委員である取締役の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速や

かに当該費用又は債務を処理するものとする。 
 
⑫その他当社監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 

監査等委員会は重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会の他必要に

応じて他の重要な会議に出席でき、主要な稟議書その他業務執行に関する情報を閲覧し、取締役に

対して説明を求めることができる。また、監査等委員会は当社の会計監査人である、有限責任 あず

さ監査法人から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行う等連携を図ってい

く。 
 
⑬反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 
 

当社及び当社子会社は、「行動規範」に基づき、反社会的な勢力からの不当な要求には決して応じ

ない。反社会的勢力から不当な要求を受けた場合の対応は、人事総務部を統括部署とし、所轄警察

署や顧問弁護士等の外部専門機関と連携し、組織的に対応する。 


